
単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(補正前の額)

【県民生活課】

消費者行政推進対策 △ 15,999 １ 市町消費者行政活性化交付金 △11,146

費 (109,280) 市町の消費者行政の強化に向けた取組を支援する。

55,000 → 43,854

財 △ 372 市町の事業費の減に伴う減額。

繰 △ 15,888 ２ 消費者指導啓発費 △4,061

消費生活相談を担える人材を育成するとともに、様々な媒体を活

諸 △ 20 用した県民への啓発を行う。

○一 281 41,340 → 37,279

委託業務の見直しおよび入札執行残による減額。

【県民文化課】

びわ湖ホール管理運 2,842 １ 財団法人びわ湖ホール運営費補助金 3,455

営費 (943,971)

0 → 3,455

退職給与積立金の不足額について補助を行うことによる追加。

使 △ 1,427

○一 4,269

【人権施策推進課】

地域総合センター等 △ 31,077 １ 地域総合センター運営費等補助金 △17,628

事業推進費 (635,381) 地域総合センターを設置する市町に対して、その活動の充実と計

画的運営を促進するために運営費の補助を行う。

国 △ 19,621

369,728 → 352,100

○一 △ 11,456 補助金交付先市町の事業費減等による減額。

各センターにおける人員配置等の変動による減額。

２ 隣保館整備事業費補助金 △10,742

市町が設置する隣保館の創設、増築、改築、大規模修繕等に対し

て補助を行う。

133,041 → 122,299

入札残による減額。



単位：千円
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【情報政策課】

地域情報化対策費 △ 77,647 １ 携帯電話等エリア整備事業 △63,000

(632,503) 携帯電話が利用できない地域の解消に向けた、携帯電話用鉄塔整

備を実施する市町に対して補助金を交付する。

国 △ 54,000 63,000 → 0

市町において事業実施が困難になったことによる減額。

○一 △ 23,647

２ びわ湖情報ハイウェイの運用 △11,455

県行政の情報通信ネットワークの基盤である「びわ湖情報ハイウ

ェイ」の安定的な運用を行う。

499,324 → 487,869

回線を新サービスに切り替えたことによる使用料の減額。


